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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　ハンガリー共和国は、コメコン体制の崩壊後、市場経済への移行とその定着に向けて取り組ん

でおり、価格自由化や国営企業の民営化などを推進しています。しかしながら、国営企業への補

助金の撤廃または削減、金利の引き上げなどの緊縮政策などによって、生産活動の縮小や失業率

の上昇率など、厳しい経済状況に置かれています。

　ハンガリー政府は、旧コメコン諸国との経済関係を維持しつつ、EC諸国などの同国製品の輸出

市場の拡大による経済の好転、さらには、産業基盤の確立をめざしています。そのためには、企

業の経営管理や生産性の向上が不可欠であるとの認識の下に、日本の工業分野における生産性向

上の経験を導入するため、我が国に対しプロジェクト方式技術協力を要請してきました。

　本要請を受け、我が国は1994年２月から３度の調査団を派遣し、1995年１月から５年間のプロ

ジェクトを開始しました。今次調査団では、プロジェクト開始後４年弱が経過した現段階におい

て、進捗状況を調査するとともに、今後の協力の取り進め方などについて先方と協議を実施し、確

認できた事項についてレポートに取りまとめ、先方に提出しました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに、本調査団の派遣に関しご協力いただいた、日本並びにハンガリー両国の関係各位に対

し、深甚なる謝意を表するとともに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。
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第１章　巡回指導調査団派遣第１章　巡回指導調査団派遣第１章　巡回指導調査団派遣第１章　巡回指導調査団派遣第１章　巡回指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ハンガリー共和国は、コメコン市場の崩壊後、国営企業の民営化を推進し、市場経済の導入を

進めている。国際市場のシェアを拡大し、新たな市場を獲得していくためには、同国企業の生産

性を向上させ、製品の品質を改善していく必要がある。こうした問題を解決するため、ハンガリー

政府は、同国内に生産性運動を展開することを目的として、我が国に対し技術協力を要請してき

た。

　この要請を受けて、我が国政府は、JICAを通じて1994年２月に事前調査団を派遣し、要請の

背景、計画の妥当性、協力の規模等を調査し、1994年12月には実施協議調査団を派遣して、討議

議事録（R/D）を署名・交換し、普及促進、工場改善・品質向上、人事労務・労使関係の３分野を

技術移転分野とする、「ハンガリー生産性向上プロジェクト（1995年１月～1999年12月：５年間）」

が発足した。現在５名の長期専門家を中心に技術移転を実施中である。

　プロジェクト実施機関であるハンガリー生産性センター（HPC）は、1994年２月に１億3000万

フォリントの資金をもって設立されたが、HPC自身の事業収入の拡大努力のみならず、政府から

の財政支援が不可欠な状況にある。また、1998年７月の新政権発足に伴い、省庁が大幅に再編成

され、HPCの所管官庁であった工業商業観光省が、より包括的な経済省へと変わっている。中小

企業振興が新政権の重要政策として打ち出された一方で、経済省内で、HPCの位置づけ、役割に

ついての検討が行われており、HPCの理事長、理事会メンバー、及び諮問委員会メンバーについ

ては、近々に交替の予定である。

　HPCの将来的な組織像、機能については今しばらく不透明な要素がある中で、今次調査では、

1999年12月の協力期間終了を控え、来年度の終了時評価に向けて、評価の方法及び内容につきプ

ロジェクトと共通の認識を形成するとともに、プロジェクトの具体的な進捗状況を把握し、協力

終了時の目標達成のイメージを明確にした上で、終了時までの技術協力計画案を策定する必要が

ある。

１－２　主な調査・協議事項

　本調査団では、以下の点を中心に、主に日本人専門家との協議を行い、結果については、可能

であれば、HPCとも協議の上、ミニッツを作成する。

(1) 基本事項の説明（評価５項目、終了時評価の実施方法）

(2) 技術移転の進捗状況確認及び計画管理諸表の整理・見直し

(3) HPCの実施体制及び事業実績の確認

(4) プロジェクト運営上の問題点・その他
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１－３　調査団の構成

担当業務 氏　　名 所　　　　　属

団長・総括 桑島京子 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第一課　課長

技術協力計画 花輪晃二 通商産業省　通商政策局　技術協力課　通商産業事務官

生産性向上 水本清司 (財)社会経済生産性本部　国際本部国際部　参与

研修・機材計画 倉田一男 (財)社会経済生産性本部　国際本部国際部　主任

運営管理 野田英夫 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第一課　課員
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１－４　調査・協議日程

　11月７日（土）～11月 18日（水）

日

順
月　日

曜

日
日　　　　　程

生産性向上団員・研修機材計画団員１ 11月 ７日 土

11:30　成田発(NH285)

16:15　ウィーン着

20:40　ウィーン発(OS809)

21:35　ブダペスト着

２ 11月 ８日 日 終日　専門家との打合せ(1)

団長・運営管理団員 技術協力計画団員３ 11月 ９日 月

シリア国立計測標準研究所

フェーズ２巡回指導調査団

から移動

20:40　ウィーン発(OS809)

21:35　ブダペスト着

11:30　成田発(NH285)

16:15　ウィーン着

20:40　ウィーン発(OS809)

21:35　ブダペスト着

終日　専門家との打合せ(2)

４ 11月 10日 火 午前　経済省表敬、JICA駐在員事務所打合せ、団内打合せ

午後　日本大使館表敬、HPC表敬、視察

５ 11月 11日 水 午前　専門家との打合せ(3)

午後　専門家との打合せ(4)、HPC との協議(1)

６ 11月 12日 木 午前　専門家との打合せ(5)

午後　HPCとの協議(2)

７ 11月 13日 金 終日　専門家との打合せ(6)

他　団　員 技術協力計画団員８ 11月 14日 土

終日　資料整理  7:10　ブダペスト発(AF2495)

 9:30　パリ着

18:30　パリ発(NH206)

９ 11月 15日 日 終日　資料整理 14:05　成田着

午前　HPCとの協議(3)

他　　団　　員 生産性向上団員

10 11 月 16日 月

午後　協議レポート(案)作成 17:25　ブダペスト発(MA522)

19:05　フランクフルト着

20:50　フランクフルト発(JL408)

11 11 月 17日 火 午前　経済省最終協議、協議レポート提出

18:25　ブダペスト発(OS808)

19:10　ウィーン着

20:35　ウィーン発(NH208)

12 11 月 18日 水 15:35　成田着

16:05　成田着

HPC (Hungarian Productivity Center)：ハンガリー生産性センター
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１－５　主要面談者

＜ハンガリー側＞

(1) 経済省（Ministry of Economic Affairs）

　Gabor Gulacsi State Secretary

　Zsuzsanna Udvarhelyi Deputy Director,

Construction and Industial Infrastructure Department

　Laszlo Csernenszky General Director, Development Policy Department

　Katalin Csorba-Balog Counselor, Desk office for Japan

(2) 国家技術庁（National Agency of Technology）

　Kalman Balotay General Director

(3) ハンガリー生産性センター（Hungary Productivity Center）

　Robert Veresegyhazy Managing Director

＜日本側＞

(1) 在ハンガリー日本大使館

　糠沢　和夫 特命全権大使

　当田　達夫 公使

　今野　幸人 二等書記官

　青木　朋人 二等書記官

(2) JICAハンガリー駐在員事務所

　荒金　惠一 所長

(3) ハンガリー生産性向上プロジェクト

１）長期専門家

　栗田　良春 チーフアドバイザー

　大杉千恵子 業務調整員

　和田　　巌 人事労務・労使関係

　竹村　憲二 工場改善・品質向上

　堀越　憲信 普及促進

２）短期専門家

　光藤　晃彦 輸出マーケティング

　小柴　達美 ビジネスゲーム
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１－６　主要面談録

＜経済省表敬（11月 10日 10時～）＞

　Gulacsi次官より、以下のとおり説明があった。

　HPCの活動については、経済省も重要と認識しており、今後も支援していく予定である。

また、HPCへの追加基金拠出についても来年度以降も継続していく予定であるし、HPCの活

動への協力のために、経済省から代表を理事会に継続参加させる。

　HPC新理事長の選出については、政権交代の影響で遅れている。昨年改正された法律によ

る制限条項のため、次官補は従前と異なって、理事長には選出できないため、現在局長クラス

ないしは外部も含めた他の候補者を選定中である。本年末までには人選したい。

　来年は、生産性向上活動にかかわるHPC職員の育成だけではなく、HPCの独立についても

準備を進めていく必要がある。

　HPCの将来像としては、生産性向上技術の移転組織として活動してほしいし、経済省とし

ても支援に向けての継続的な資金拠出を考えているところ。右を踏まえて、HPCを、政府の

重要課題としての中小企業（SME）振興プログラムにかかわる組織としていきたい。

　桑島団長より以下のとおりコメントした。

　新理事会メンバーの早期決定は、HPC活動の日常的な意思決定のみならず、HPCの将来ビ

ジョンの明確化のためにも極めて重要であるので、早急な対応が必要と考えている。

　また、HPCのプロジェクト終了後の位置づけと、その後の運営について、経済省がどのよ

うに考えているかを知りたい。特に SME振興政策、及び右政策におけるHPCの位置づけに

ついて説明願いたい。

　Gulacsi次官より、以下のとおりコメントがあった。

　SME振興について、HPCが研修訓練、知識の提供等の面で活動できれば、ハンガリー政府

として財政的にも支援しやすくなる。具体的なSME振興プログラムについては、現在、経済

省で４年間のプログラムを策定中であり、今月にも内閣に報告する予定である。SME振興は

中小企業振興財団（MVA）が実施機関となり、全国の組織を通じ、マイクロクレジット、下

請け育成プログラム、データベース作成、研修コンサルティングを行っている。HPCはパイ

ロットプロジェクトとして日系企業に関連した裾野産業育成の分野における支援等が考えられ

るのではないか。なお、MVAは本年から、特に重要課題として７億フォリントの予算をもっ

て、下請け育成事業を開始している。

　MVAが一般募集で実施している支援プログラムにおいて、HPCを指名し実施させるかどう

かについては、SME振興プログラムが策定されてから検討したい。



調査・協議項目
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現　状　及　び　問　題　点　等 対　処　方　針 調査・協議結果

第２章　調査第２章　調査第２章　調査第２章　調査第２章　調査・・・・・協議結果協議結果協議結果協議結果協議結果

１．終了時評価
の準備
(1) 終了時評価
の目的と主旨
の理解

２．HPCの実施
体制
(1) HPC組織

・プロジェクト開始後、既に４年弱が
経過しており、プロジェクト終了の
６ケ月前の1999 年６月頃を目途に
終了時評価を実施する予定である。

・HPCは、ハンガリー国で初めて設立
された「永久公共財団」であり、工
業商業省の監督下、理事会及び諮問
委員会において方針が決定される仕
組みとなっている。

・先般の総選挙及びその後の省庁の再
編の結果、監督官庁は経済省に変更
になり、それに伴い理事会及び諮問
委員会のメンバーの交替も予定され
ている。

・当初予定では、右交替は早ければ10
月中旬の予定であったが、いまだ見
込みが立っておらず、今次調査団ハ
ンガリー国滞在中に新メンバーとプ
ロジェクト期間中を含めたHPCの
将来像について協議するのは困難な
状況にある。

・左記終了時評価の目的及
び内容を説明し、ハンガ
リー側の理解を得る。

・特に評価５項目及び評価
グリッドについては、詳
細に説明を行う。

・左記事情及び終了時評価
まで半年程度しかないと
の事情を踏まえ、可能で
あれば現行の理事会メン
バーを含めた関係者と面
談・意見交換し、ハンガ
リー側が有しているプロ
ジェクト期間終了後の
HPCの将来像の検討状
況を聴取する。

・併せて、可能な範囲で、右
将来像と本プロジェクト
の成果のインターフェイ
スを確保すべく、面談・意
見交換の結果を上述の技
術協力計画（TCP）の見
直しにも反映する。

・左記のとおり説明したと
ころ、ハンガリー側から、
本プロジェクトではプロ
ジェクト計画時に PDM
を導入していなかったこ
と、及び、各種評価用資
料の準備のため多大な業
務が発生すること等の理
由で、PDMに基づく終了
時評価方法への懸念が表
明された。

・これに対し、調査団から、
下記３(2)１）のとおり
PDMを現状に合わせて
見直したこと、及び、評
価用資料を日常業務の一
環として整理することが
必要であることを強調し
た結果、最終的にハンガ
リー側の理解を得た。（協
議レポートAnnex 1、2参
照）

・プロジェクト終了後の
HPCの将来像について、
ハンガリー側経済省は、
今後、HPCを中小企業振
興等の政策に結びつけた
いとしているが、依然、
HPCの活用及び指導方
針を明確にしていない。

・調査団からは、HPCのめ
ざすべきNational Pro-
ductivity Centerとして
の特異性を示すイメージ
図を作成し、ハンガリー
側に説明し理解の共有化
に努めるとともに、次官
宛レポートに添付した。
（協議レポート Annex 3
参照）

・なお、HPC所長からは
HPCの課題、アイデン
ティティ、ビジョン等に



調査・協議項目
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現　状　及　び　問　題　点　等 対　処　方　針 調査・協議結果

(2) HPC事業実
績

３．技術移転の
進捗状況の確
認及び計画管
理 諸 表 の 整
理・見直し
(1) 技術移転達
成 度 の 評 価
（把握）

・現在、ハンガリー国内には、200社
を超えるコンサルティング会社があ
るといわれており、公共機関である
HPCは、これら民間企業と差別化を
図る必要がある。その意味で、1998
年７月に発足したオルバーン政権が
経済政策の一つとして掲げている
「中小企業振興政策」と何らかのリ
ンケージを持った活動をHPCが実
施することは、本プロジェクトの成
果はもちろんのことHPC自体の自
立発展性を強化するのに役立つので
はないかといった報告がプロジェク
トから寄せられている。

・HPCは1995年以降、セミナー、研
修、企業コンサルティング等の事業
を実施している。

・1997年 12月の計画打合せ調査団の
際、３分野の各C/Pについて、果た
すことを期待されている役割（プラ
ンナー、トレイナー、コンサルタン
ト、アドミニストレーター）ごとに
技術の習得状況をレベリングし
C/P ’s  SKILL-KNOWLEDGE
MATRIXとして取りまとめた。しか
しながら、右MATRIXでは、C/Pに

・左記の実績を取りまと
め、結果をM/Dに記載す
る。

・左記について協議し、結
果をM/Dに記載する。

かかわる私案だとして、
プレゼンテーションが行
われ、併せて次官宛レ
ポートに添付した。（協議
レポートAnnex 4参照）

・経済省の中小企業振興政
策については、省内で政
策プログラムを検討中で
あり、11月末までには取
りまとめの予定との説明
があった。（1999年11月
時点ではいまだ発表は行
われていない）

・HPCの事業を以下のとお
り分類して、実績を取り
まとめた。
(1) 研修コース：計180回
　１）HPC所内：105回
　２）企業内：75回
(2) コンサルティング：
　　24件
(3) 調査・研究：６件
(4) スタディツアー：４件
(5) 会議：５回
（協議レポート Annex 5
参照）

・技術移転達成度を把握す
るために、各技術協力分
野ごとに、技術移転項目
の切り口で「技術協力計
画進捗状況表（Evalua-
tion Sheet of Technical
Transfer）」を作成し、専
門家からの自立度を基準
に、C/Pの技術にかかる



調査・協議項目
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現　状　及　び　問　題　点　等 対　処　方　針 調査・協議結果

(2) 既存の計画
管理諸表の見
直し

１）PDM

どのような技術が移転され、どの程
度定着しているか分かりにくいた
め、終了時評価を念頭において技術
移転達成度の評価方法及び評価表を
再検討する必要がある。

・上記を解決する方法として、現行の
技術協力計画（TCP）を活動項目
ベースから技術移転項目ベースのも
のに変更することにより対応が可能
であると考えられる。

・既存の計画管理諸表の一部に現実に
そぐわない点がある。同表は、終了
時評価の基本資料であることから、
今次調査で見直しを実施する必要が
ある。

・1997年 12月の計画打合せ調査団で
「プロジェクトの要約」の右欄に「詳
細説明」を設ける形で、見直しを実
施した。今回の調査においては、終
了時評価まで半年程度しかないこと
から、詳細説明部分を再度精査する
とともに、記載されている指標が現
実に存在しているか吟味し、評価用
PDM（案）とし得るよう再度見直し
を行う必要がある。

・左記をハンガリー側に説
明し、以下のとおり見直
しを行う。

・左記をハンガリー側に説
明し、理解を得るととも
に、評価用PDM（案）を
作成し、M/Dに添付する。

現状レベルを把握し、か
つ現実的な最終目標レベ
ルを設定した。（協議レ
ポートAnnex 9-1～ 9-4
参照）

・上記「技術協力計画進捗
状況表」とは別途、現行
のTCPについては、下記
３(2)２）のとおり、HPC
の活動の切り口を生かし
て、現状に合わせてアッ
プデートした。

・左記のとおり見直しを
行った。

・左記のとおり、評価用に
PDMを修正したところ、
主なポイントは以下のと
おり。
(1) 詳細説明
１）目標：HPCが「独自に」
生産性向上活動を実施
できる（R/Dでは「」内
が「自立して」）

２）成果：以下のとおり六
つをあげた（R/Dでは
二つ）

０　プロジェクト運営体制
が確立される。

１　所内及び企業内研修
コースによって企業の
人材が育成される。

２　コンサルティング実績
が蓄積される。

３　広報・普及活動が実施
される。

４　C / P の能力が向上す
る。

５　HPCネットワークが
拡大される。



調査・協議項目
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現　状　及　び　問　題　点　等 対　処　方　針 調査・協議結果

・1997年 12月の計画打合せ調査団派
遣時に修正を行ったが、各技術協力
分野とも、活動（セミナーや研修、生
産性大会等）をいつ実施するのかを
示す表となっている。

・上述のとおり、技術移転達成度を把
握できる表を作成する必要があるの
で、プロジェクト期間中に移転され
るべき技術移転項目とその項目が移
転される（された）時期が把握でき
る表を作成し、右に現行の達成度と
目標となる達成度並びに必要となる
投入を盛り込み、もってTCPと呼ぶ
のが適当と考えられる。なお、現在、
プロジェクトにおいて日本語版を作
成中である。

・1997年 12月の計画打合せ調査団派
遣時に見直しを実施した。

（1995～ 1998年度実績）
・チーフアドバイザー
　横山　勝雄
　1995/05/08～ 1997/06/15
・チーフアドバイザー
　栗田　良春
　1997/06/26～ 1999/06/25
・業務調整員
　岸本　昌子
　1995/02/27～ 1997/02/26
・業務調整員
　大杉千恵子
　1997/01/27～ 1999/01/26
・人事労務・労使関係
　和田　　巌
　1995/02/27～ 1999/02/26
・工場改善・品質向上
　竹村　憲二
　1995/03/17～ 1999/03/16

・左記をハンガリー側に説
明し、下記３の協議結果
をも踏まえ、TCP見直し
版を作成し、M/Dに添付
する。

・下記３の協議結果を踏ま
え、TSIを見直し、M/D
に添付する。

・実績を確認し、結果を
　M/Dに記載する。

・TCPについては、上記２
(2)のHPCの事業の切り
口をそのまま生かすこと
とし、現状に合わせて
アップデートした。

・上記３(1)のとおり、技術
移転項目に対応した「技
術協力計画進捗状況表」
を作成することとしたの
で、現行のTCPは、事業
の切り口のまま、アップ
デートすることとした。

・TSIを、現状に合わせて
アップデートした。

・実績を確認し、後日取り
まとめ、結果をプロジェ
クトより本部宛送付する
こととした。

２）技術協力計
画（TCP）

３）暫定実施計
画（TSI）

４．プロジェク
トの進捗状況
(1) 暫定実施計
画（TSI）の進
捗状況
１）日本側
①専門家派遣
　＜長期＞



調査・協議項目
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現　状　及　び　問　題　点　等 対　処　方　針 調査・協議結果

・普及促進
　澤　　　武
　1995/05/14～ 1995/11/01
・普及促進
　石原　渥勇
　1996/02/27～ 1998/02/26
・普及促進
　堀越　慶信
　1998/07/04～ 1999/12/31

（1995年度実績）
・ビデオ製作
　吉田　昌夫
　1995/09/25～ 1995/10/17
・生産性測定／ミクロ
　徳田　重祥
　1995/10/16～ 1995/11/30
・品質管理
　岡田　　剛
　1995/11/09～ 1995/12/19
・ビジネスゲーム
　田中　雅康
　1996/03/02～ 1996/03/15
・ビジネスゲーム
　小柴　達美
　1996/03/03～ 1996/03/17
・生産性測定／マクロ
　小口　登良
　1996/03/10～ 1996/03/24
・マーケティング
　長島　総一郎
　1996/03/17～ 1996/03/31

（1996年度実績）
・マーケティング
　伊藤　正勝
　1996/04/29～ 1996/07/27
・ビデオ製作
　吉田　昌夫
　1996/06/10～ 1996/07/03
・改善・５Ｓ
　福田　靖
　1996/06/30～ 1996/07/21
・マーケティング
　長島　総一郎
　1996/09/20～ 1996/10/04

　＜短期＞
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現　状　及　び　問　題　点　等 対　処　方　針 調査・協議結果

・生産性測定／ミクロ
　徳田　重祥
　1996/10/07～ 1996/12/07
・生産工学
　岩山　　宏
　1996/11/04～ 1996/11/24
・管理者訓練
　長島　総一郎
　1997/03/16～ 1997/03/30

（1997年度実績）
　なし
・1997年９月より、派遣専門家の免税
特権が保証できないとしてハンガ
リー政府がA1フォームへの署名を
拒否していたが、外交ルートによる
交渉の結果、問題が解決され、1998
年４月からA1フォームが提出され
ている。

（1998年度実績）
・生産工学
　岩山　　宏
　1998/04/11～ 1998/05/09
・QS9000
　佐藤　明久
　1998/09/05～ 1998/09/14
・輸出マーケティング
　光藤　晃彦
　1998/10/29～ 1998/11/20

（1995年度実績）
・生産管理
　Gyori Agnes
　1995/08/22～ 1995/09/27
・生産管理
　Gabor Kiss
　1995/08/22～ 1995/09/27
・生産管理
　Janos Szalker
　1996/01/30～ 1996/02/28

（1996年度実績）
・生産管理
　Halasz Tibor
　1996/07/02～ 1996/08/04

・実績を確認し、結果を
　M/Dに記載する。

・実績を確認し、結果を取
りまとめた。

②研修員受入れ
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現　状　及　び　問　題　点　等 対　処　方　針 調査・協議結果

・経営管理
　Norbert Matrai
　1997/02/25～ 1997/03/08
・経営管理
　Istvan Vajna
　1997/02/25～ 1997/03/08

（1997年度実績）
・経営管理
　Soos Laszlo
　1997/11/10～ 1997/12/06
　（ただし、第三国研修枠での受入れ）
・人事労務
　Monica Hamori
　1997/11/04～ 1997/12/06
・運営管理
　Judit Hegedus
　1997/11/04～ 1997/12/06

（1998年度実績）
・生産管理
　Attila Vincze
　1998/06/08～ 1998/07/17
・人事労務
　Johanna Mozovari
　1998/06/30～ 1998/07/17
・経営管理
　Norberl Matrai
　1998/10/26～ 1998/11/22

・1995年度実績（4000万円）
１）ミニバス
２）コンピューター
３）事務所機器

・1996年度実績（800万円）
１）コンピューター
２）ソフトウェア
３）書籍、ビデオ教材

・1997年度実績（370万円）
１）情報ネットワーク用ソフトウェア
２）ビデオ関連機器
３）書籍

・実績を確認し、結果を
　M/Dに記載する。

・実績を確認し、結果を取
りまとめた。

③機材供与
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現　状　及　び　問　題　点　等 対　処　方　針 調査・協議結果

・1995年度実績：514万 3000円
・1996年度実績：482万円
・1997年度実績：379万 1000円
・1998年度実績：428万 1000円
　（執行中）

・機材はおおむね適切に管理されてい
る。

・1995年度実績：１億3800万ﾌｫﾘﾝﾄ
・1996年度実績：なし
・1997年度実績：3000万フォリント
・1998年度実績：3000万フォリント

注）１フォリント＝約0.625円、
　　会計年度１月１日～12月 31日

・セミナー、コンサルティング等によ
る収入が、支出を下回っており、政
府からの補助金が不可欠となってい
る。

　C/P配置状況
・実施責任者　　　　　１
・人事労務・労使関係　１
・工場改善・品質向上　３
・普及促進　　　　　　３
・その他　　　　　　　２

・C/Pの定着率が低いため、C/Pへの
訓練効果が組織に根づきにくいとの
問題がある。C/Pに対する技術移転
の成果を文書化して組織に残す等の
工夫が必要となっている。

・1997、98年度の実績につ
いて、帳簿及び証憑書類
を確認する。

・供与機材の設置状況、利
用状況並びに保守状況を
確認する。

・実績を確認するとともに
プロジェクト終了時まで
の予算計画を聴取し、結
果をM/Dに添付する。

・政府からの基金追加拠出
の可能性について関係者
から聴取するとともに、
可能な範囲でHPCの性
格上、政府からの補助金
（ないし追加基金）の継続
が不可欠である旨、説明
し、先方の関係者の理解
を得るよう努める。

・収支状況を確認し、結果
をM/Dに添付する

・C/Pの人数及び配置推移・
計画を確認し、離職者も
含めた一覧表の形で取り
まとめ、M/Dに添付する。

・TCP見直し版のベースと
なる各C/Pの技術協力計
画進捗状況表を作成し、
要すればM/D に記載す
る。

・右問題意識につき、専門
家及び C / P と協議を行
い、要すれば、M/Dに記
載する。

・左記のとおり確認した。

・おおむね問題ないことを
確認した。

・左記のとおり、確認した
結果を取りまとめた。（協
議レポート Annex 6参
照）

・1999 年度は予定どおり
3000万フォリントの追加
拠出がある見込みである
が、その後については不
明であったため、プロ
ジェクト終了後の継続的
な財政支援を申し入れ、
次官宛レポートに記載し
た。

・左記のとおりC/P配置推
移表を作成した。（協議レ
ポートAnnex 7参照）

・専門家を中心に、講義資
料、テキスト、報告書等
の整備を進めており、一
方で、離職したC/Pに「外
部専門家」の名称を与え
る等外部とのネットワー
クづくりが始まってい
る。

④現地業務費

２）ハンガリー
側
①機材調達及び
管理

②予算措置

③C/P配置
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現　状　及　び　問　題　点　等 対　処　方　針 調査・協議結果

・チーフアドバイザー
・業務調整員
・人事労務・労使関係
・工場改善・品質向上
・普及促進

・ビジネスゲーム
　小柴　達美
　1998/11/14～ 1998/11/27
・戦略経営
　稲岡　志行
　1999/01/19～ 1999/01/23
・販売及びマーケティング
　長島　総一郎
　1999/03頃
・生産性測定
　未定
・メディア（教材）作成
　未定
・HPCへの提言
　未定

・現在、以下の機材についてプロジェ
クトから追加供与を要請されてい
る。
１）情報ネットワーク用ソフトウェア
２）視聴覚機器補完機器
３）書籍

・左記をハンガリー側に説
明し、併せてM/Dに記載
する。

・左記をハンガリー側に説
明し、併せてM/Dに記載
する。なお、生産性測定、
メディア作成及HPCへ
の提言については、見直
した TCP等における位
置づけを再確認し、要否
を決定の上、結果をM/D
に記載する。

・左記機材については、見
直した TCP等における
位置づけを再確認し、要
否を決定の上、結果を
　M/Dに記載する。

・ハンガリー側に対し、
1999年度計画の人数・金
額等については、最終的
には、今次調査の協議結
果を踏まえ、予算の範囲
内で確定する旨、説明し、
理解を得るとともに、計
画案を協議し、結果を
　M/Dに記載する。

・左記をハンガリー側に説
明した。

・専門家と協議し、結果を
取りまとめた。

・さらに、1999年度分とし
て、コピー機等事務機器
の要望があったが、1999
年度は最終年度でもある
ことから、1998年度分と
して要望内容をプロジェ
クトで再度取りまとめた
結果を、本部宛、後日送
付することとした。

・専門家と協議の結果、現
時点での要望を取りつけ
たが、ハンガリー側と調
整した結果をリーダー会
議資料として本部宛、後
日送付することとした。

(2) 1998年度投
入計画
１）専門家派遣
　＜長期＞

　＜短期＞

２）機材供与

(3) 1999年度投
入計画（案）
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現　状　及　び　問　題　点　等 対　処　方　針 調査・協議結果

・チーフアドバイザー
・業務調整員
・人事労務・労使関係
・工場改善・品質向上
・普及促進

・未定

・1999年度の要望は以下のとおり。
・製造業の生産性向上
・生産管理
・生産管理
・マーケティング

・上記３(2)2)の技術協力計画の進捗
状況の確認結果に基づき、必要とな
る追加機材の有無を検討する必要が
ある。

・HPCロバート所長より９月24日付
当部部長宛書簡にてHPCがJICAか
らの研修経費（実費経費及び近隣諸
国からの受入経費）の提供を受け研
修の委託実施を行う「JICA国際セ
ンター」となることを希望するとの
要望書が出されている。

・海外における研修のスキームとして
はプロ技等の協力の成果を有する機
関を拠点とする「第三国研修」ス
キームがあるが、JICAのセンター
となるものではなく、HPCの企画・
実施により、近隣諸国向けの域内研
修コースを実施するにつき、JICA

・左記をハンガリー側に説
明し結果をM/Dに記載す
る。

・見直しTCP等を基に、必
要となる短期専門家を各
分野の技術移転項目ごと
に整理し、M/Dに添付す
る。

・それぞれの要望内容の詳
細を確認する。

・追加機材について、必要
性・調達方法・供与後の
メンテナンス体制を含め
て協議し結果をM/Dに記
載する。

・合同調整委員会を開催
し、上記１～３について
関係者で確認し、結果を
M/Dとして取りまとめ、
署名・交換する。

・左記につき、HPC側に理
解を求める。なお、第三
国研修に関する資料を提
供する。

・HPC理事長及び理事会メ
ンバーが選出されていな
いために、合同調整委員
会は開催せず、また、経
済省次官が不在であった
ため、同次官宛に今次調
査・協議内容をレポート
に取りまとめ、提出した。

・左記につき、HPC側の理
解を得るとともに、かか
る資料を提供した。

１）専門家派遣
　＜長期＞

　＜短期＞

２）研修員受入
れ

３）機材供与

５．合同調整委
員会

６．その他
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現　状　及　び　問　題　点　等 対　処　方　針 調査・協議結果

が支援するものである。
・なお、本プロジェクトについては、ま
ず、組織の機能、役割、実施体制を
確固としたものとし、技術移転の成
果を組織に着実に定着させること
が、先決であり、まずはプロジェク
トの範囲内での活動をより充実して
いくことが重要である。
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第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見

３－１　調査・協議結果の概要

(1) 1999年12月に協力期間の終了を迎えるプロジェクトであり、今次調査では、終了時評価に

向けて、まず、PDMの見直しを行い、プロジェクトの上位目標、目標、成果の意味するとこ

ろについて、共通の理解を確認したほか、終了時評価の目的、方法、スケジュール、具体的な

成果物としての指標の整理と確認を行った。また、各分野ごとの技術協力進捗状況表を作成

し、技術移転項目ごとに、現在の進捗状況、及び今後の協力計画を取りまとめた。

　1998年７月のオルバーン新政権の成立と９月の所管省庁の経済省への統合等があり、ハン

ガリー生産性センター（HPC）の意思決定機関としての理事会は、プロジェクトダイレクター

である理事長を含めて、メンバーが未定のままになっているため、今次調査は日本人専門家と

の協議を重点的に行った。なお、HPCはじめ、ハンガリー経済省の関係者との協議結果につ

いては、経済省次官が外遊中であったことから団長名のレポートの形とし、並びに関係者より

別添書類の軽減への強い要望があったため、最低限のアネックスにとどめて、最終協議の席で

ハンガリー側に提出した。

(2) 経済省グラーチ次官との協議においては、理事長人事の目途を確認したが、昨年の法改正

により、理事長は次官クラスではなく、局長あるいは副局長クラスより任命することとなった

が、経済省では適当な人材が得られず、現在、民間からの抜擢も含めて検討中だとしている。

1999年のHPCのビジネスプランの承認のためにも、本年中には理事会メンバーを選定すべく

努力するとのことであった。本調査団からは、日常的な運営管理に関する意思決定上の支障の

みならず、HPCの将来ビジョンの明確化のためにも理事会機能の回復は焦眉の急であるとし

て、早急な人選を要望しておいた。

　また、ハンガリー新政権が重要政策として打ち出した中小企業振興政策については、具体的

なプログラムを11月末を目途に詳細を公表するとのことである。経済省次官からは、同プロ

グラムに参加することが、HPCにとって、政府からの財政支援を得るためにも有効であると

示唆されたが、具体的なかかわり方については示されなかった。

(3) 終了時評価の目的、方法については、ハンガリー側に対し、前回（1997年12月）の計画打

合せ調査団でも、PCM、PDM並びに評価５項目を含めて説明をしているが、今次調査団より

改めて説明をしたところ、HPCからは、プロジェクト計画時には導入されていなかったPDM

を現段階となって評価のために用いること、並びにHPCが各種評価用資料の準備等に多大な

業務を強いられることを理由として、PDMに基づく終了時評価方法への懸念が表明された。
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　調査団からは、今回、昨年度作成のPDMをプロジェクトの実態に沿って改訂の上、右PDM

をプロジェクト評価の枠組みとして用いること、また、評価用資料としては、プロジェクトの

成果を示すための最低限のデータの取りまとめがHPCに求められているものであり、右作業

は、終了時評価のためであるというより、日常的な業務管理に必要な作業であることを具体例

を示しつつ強調し、最終的に、ハンガリー側の理解を得たところである。

(4) 本プロジェクトの技術移転進捗状況については、指導分野ごとに技術協力計画進捗状況表

を作成し、各技術移転項目の進捗並びに達成目標の確認を行った。指導分野は、長期専門家派

遣による、1)人事労務・労使関係、2)工場改善・品質向上、3)普及促進のほか、主に短期専門

家で対応している4)マーケティング、5)生産性測定に分かれている。長期専門家対応の３分

野のうち、1)人事労務は、C/Pの退職並びに留学によって、現在は昨年９月配属の１名のみと

なっており、移転項目によっては、プロジェクト終了時に独立して講義、あるいはコンサル

ティングを実施するレベルには達しないものが含まれる見込みである。また、2)工場改善・品

質向上は、プロジェクト開始当初から配置されているC/Pを含めて一人立ちできるレベルに達

する見込みである。3)普及促進については、前半の期間はC/Pへの基礎教育を中心に、対外的

にはセミナー・シンポ活動が行われてきたが、今後は、HPC活動全体の顧客開拓活動や、刊

行物の作成等の広報活動を指導することとしている。4)マーケティング、5)生産性測定につい

ては、移転項目によってさらに補完指導が必要となっている。

(5) 終了時までの協力計画については、主に日本人専門家との協議により、1998年度の計画を

確認したほか、1999年度に必要な投入要望を聴取した。1999年度については、リーダー会議

に向けて具体的内容をさらに整理の上、プロジェクトより本部宛提出することとした。

３－２　調査団所見

(1) 本プロジェクトは、1994年２月にHPCが法人団体として設置され、組織としてはほぼゼ

ロからのスタートであったと同時に、当初よりHPCに自己収入拡大の圧力がかかったため、

前半期までは日本人専門家が自ら先導して企業向け訓練セミナーやコンサルティングを実施せ

ざるを得ず、C/Pへの技術移転もOJTを通じて行われてきた。この結果、HPCの1997年度ま

での訓練対象者は既に約2800名にのぼり、コンサルティングを実施した企業も20を越えてい

る。また、ハンガリーの収益トップ200社のうち130社が既にHPCのサービスを享受してお

り、HPCの知名度も著しく向上したといえる。また、これらの活動は年間1600万フォリント

（約960万円）にのぼる収益に寄与している。こうしたHPC活動の進展は、HPC側の期待も

さることながら、各専門家の卓越した技術並びに並ならぬ尽力によるものと感じられた。
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(2) 一方で、本プロジェクトのC/Pの離職率は著しく、プロジェクト開始以来配置された延べ

14名のC/Pのうち、半数は既に転職ないし留学によりHPCを離れており、また、現在の８名

のうち、３名は昨年後半から配置されたところである。このため、各専門家は技術移転にあ

たっては、講義資料、テキスト、報告書等の整備に意を尽くしており、組織への技術の定着に

努力しているところであるが、右の状況からC/Pへの技術移転は容易でない状況である。この

中で、今秋離職したC/Pについては、「外部専門家」の呼称を与え、HPCが請け負うコンサル

ティング等への共同実施を考えていることは、HPCが外部リソースをうまく活用して事業を

拡大させていく上で重要な方策と考えられ、今後も生産性センターとして、こうした外部との

ネットワークを発展させていくことを期待したい。

(3) ハンガリー政府においては、当初より、具体的なHPC担当部局が存在しないこと、また、

経済省内の再編の動きもあいまって、HPCの所管官庁としての責任体制は極めてあいまいと

なっている。今次協議においても、経済省の意思決定責任者はグラーチ次官であったが、外遊

等の日程の都合により、11月17日の経済省との最終協議には出席できず、また、他の経済省

メンバーについても、前理事、前諮問委員会メンバーの肩書きにより協議に参加しているもの

の、次官からの責任権限の移管はなされておらず、日本側の意見・要望を聞き置く状況であっ

た。また、プロジェクトマネージャーとしてのHPC所長には財政、事業にかかわる意思決定

権限は与えられておらず、リーダーシップの不足が明らかであった。調査団としては、理事会

の早期再開とともに、中小企業振興等の政策において、経済省としてのHPCの活用及び指導

方針を明確にするよう、経済省に申し入れたところである。

(4) なお、HPCは、当初基金拠出を受けた１億3000万フォリントのほか、97年より毎年3000

万フォリントの補助金を受けているが、上述の収益にもかかわらず、人件費等の支出をまかな

える状況になく、基金を食いつぶしている状況にある。今次調査では、終了後の持続性の観点

から、技術、組織・運営、財政の３面からの持続性への考慮をプロジェクトと共有化したとこ

ろであるが、財政面の改善なくしては、組織の持続性も危惧される状況にある。財政支援につ

いては、調査団から経済省に対し、継続支援を要望しているが、収支改善のために、HPCが

実行できる事項も多く、今後、HPC自身の運営管理の強化、顧客開拓や商品開発、HPCによ

る中小企業振興活動の経済省へのアピール等、HPC自身のさらなる努力が求められるところ

であり、今後、普及促進分野の指導を中心に、専門家チームにおかれては、HPC所長の自助

努力の促進についても、一歩前進をお願いしたいと考える。なお、今次調査中、プロジェクト

においてHPCの独自性（存立基盤）や役割について問題提起を行い、HPC所長により、プロ

ジェクト終了後のHPCの将来像にかかわるたたき台のプレゼンテーションも行われたことで
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もあり、今後さらに、プロジェクトから理事会を通じハンガリーの国家生産性センターとして

のHPC組織・機能の議論を深めていくことを期待したい。
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第４章　プロジェクトの進捗状況と今後の計画第４章　プロジェクトの進捗状況と今後の計画第４章　プロジェクトの進捗状況と今後の計画第４章　プロジェクトの進捗状況と今後の計画第４章　プロジェクトの進捗状況と今後の計画

４－１　暫定実施計画（TSI）の進捗状況と今後の計画

(1) 日本側

１）専門家派遣

　長期専門家：1998年７月に堀越専門家を派遣したことにより、チーフアドバイザー、調整

員、普及促進、工場改善・品質向上、人事労務・労使関係の各分野で合計５名の専門家を現

在派遣しており、1999年12月のプロジェクト終了時までこの体制が継続される予定である。

　短期専門家： 95年度　７名

96年度　７名

97年度　０名

98年度　７名（実績４名、計画３名）

　短期専門家の派遣は技術移転とセミナー開催をバランス良く組み合せて実施されており、

移転の継続性を重視し複数回にわたるケースも多い。

　1998年度については、現在までに IE、QS9000、輸出マーケティング、ビジネスゲーム

の４名を派遣しており、年度末までにあと３名（戦略的経営、生産性測定、マーケティング）

を予定している。

　1999年度については、IE、生産性測定に加え、中小企業振興セミナー及び終了時セミナー

の講師の派遣を計画している。中小企業振興セミナーは講師を３回に分けて派遣してほしい

との要望があるが、可能性を含め検討が必要である。

　なお、1997年度については、派遣専門家の免税特権の問題でハンガリー政府がA1フォー

ムへの署名を拒否していたため、専門家派遣が実施できなかった。

２）研修員受入れ

　毎年２～３名の研修員を受入れているが、基本的には集団研修に参加後、１～２週間程度

の個別研修を実施し、1998年度の受入れは既に終了している。

　来年度は、集団研修で１名、個別研修で１名、計２名の受入れを予定している。

３）機材供与

　主要機材は現地調達が中心だが、プロジェクトの実行及び運営に必要な機材の大半は既に

供与されている。1998年度分についてはCD-ROMライター、AV教材作成機器等の補充機

材や視聴覚教材作成用機材の必要性を検討中である。また、現在のコピー機が故障がちなた

め、新しいものを今年度の機材として供与する予定。1999年度は最終年度であることから

機材の供与は予定していない。
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(2) ハンガリー側

１）機材調達及び管理

　機材は主に現地調達によっているため、メンテナンスや消耗品の補充などに問題はない。

主要機材については管理台帳が作成されているが、機材の管理状況については一部不十分な

点があった。

２）C/P配置

　数名のC/Pが各専門家に配置され、技術移転の受け手となっているが、離職のため、欠員

が生じたり、移転された技術が定着しないなどの問題があり、組織の弱体化が懸念される。

現在の配置状況は別紙のとおり。

４－２　技術協力計画（TCP）の進捗状況と今後の計画

　本プロジェクトは、開始後既に約４年を経過し、来年度の最終評価に向けて、仕上げの段階に

入りつつある。日本側の協力終了後も、HPCが独自に生産性運動を継続展開できるためには、現

在の技術移転状況を明確に把握した上で、残されたあと１年間になすべき活動を確認し、これを

実行することが必要である。そこで本調査団は各分野別の技術移転状況並びに今後の計画を検討、

確認した。

　具体的には専門家チームとともに、現在までの活動の実績及び定着度、並びに終了時までの活

動計画を分野ごとに取りまとめる作業を実施した。その結果としてC/Pにどのような技術が移転

され、どの程度定着したかを把握するために各分野ごとに「技術協力計画進捗状況表」（資料１．

Annex 9参照）を作成した。

(1) 人事労務・労使関係

１）現状

　この分野における技術移転項目は、生産性概論、経営管理概論、人事労務管理概論等12

項目にわたるトレーニング（講義）項目と賃金改訂、人事考課、総合診断等６項目にわたる

コンサルティング項目に大別される。これらの項目につき、教材開発、講義、実践活動を通

じて技術移転を行ってきた。人事労務・労使関係分野で、これまで技術移転を受けたC/Pの

総数は４名であるが、２名が退職、１名が留学となり、現在は１名である。当該C/Pへの技

術移転は着実に進展しているが、採用から１年半しか経過しておらず、プロジェクト終了時

においてもすべての項目を完全にマスターするまでには至らない。

２）レビュー結果

　前述のとおり、時間的制約から現在残る１名のC/Pをプロジェクト終了時までに、例えば

完全に独力でコンサルティングを行えるまでに養成することは不可能である。しかしなが
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ら、当人の能力・意欲ともに高いことから、プロジェクト終了までに講義項目についてはほ

ぼ移転は終了し、コンサルティング項目については専門家の助言の下に行えるレベルには達

する見込みである。

３）今後の計画

　今後の計画では、プロジェクト終了時点においてすべての項目について、独力で講義がで

きるようになることを目標とした技術移転を実施する。コンサルティングについては賃金改

訂等特定の分野での指導に限定する。

(2) 工場改善・品質向上

１）現状

　この分野における技術移転項目は、生産性概論、管理技術概論、改善と問題解決法等８項

目にわたる講義項目と、総合的現場診断、5S、レイアウトの改善等６項目にわたるコンサ

ルティング項目、並びにQS9000等情報技術提供項目に大別される。これらの項目につき、

教材開発、講義並びに実践指導によってC/Pに対する技術移転を実施してきた。実践指導と

は、企業に対するコンサルティング活動、企業内あるいはHPC内の訓練コース及びセミ

ナーの実施である。これらの活動は、技術移転の重要な方法であるとともに、ハンガリー側

が希望している収入確保にも大いに貢献してきた。HPCのこの分野での顧客はハンガリー

トップ200社のうちの130社を数えることもあり、専門家の指導によるこれらの実務経験に

よってC/Pの実力と自信が向上している。なお、コンサルティング活動は人事労務・労使関

係分野との合同で行われることもある。

２）レビュー結果

　当該分野のC/Pに対する技術移転は着実に進んでいるが、今後は、プロジェクト終了後に

C/Pが独自で各種活動のプログラムを企画運営できるように指導を進めていくことが必要で

あると確認された。

３）今後の計画

　現在３名のC/Pがいるが、１名は本年10月より外部専門家として独立したため、今後は

残りの２名に対して、技術移転を行う。プロジェクト終了時点においては、原則HPCとし

て独力で講義や実践活動（コンサルティングや訓練コース・セミナー）が実施できることを

目標としている。なお、これはC/Pが自らコンサルタントとして活動することのほかに、外

部専門家の活用を念頭に置いている。
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(3) 普及促進

１）現状

　この分野における技術移転項目は、生産性運動の普及のみならず、HPCの組織強化、ネッ

トワーク活動、組織・事業の広報、情報提供、顧客戦略等極めて広範囲にわたる。本年７月

に長期専門家が交替したが、ハンガリー側省庁の組織改編等に伴ってHPC理事会の機能が

一時的に停止状態にあるなど、十分に活動できない環境にある。

２）レビュー結果

　ニューズレター発行、生産性大会開催など従来の活動は継続しながらも、最終年度にかけ

ては、プロジェクト終了後の自力発展を視野に入れて顧客確保のための一層の努力として、

ニーズ調査、市場開拓、顧客リストの充実などに力点を置くとともに、経済省が掲げる中小

企業振興政策の実施機関である中小企業振興財団（MVA）からの事業（訓練、コンサルティ

ングなど）の受託確保について、C/Pに対して助言、指導を行っていく必要があると考えら

れる。

３）今後の計画

　C/Pは現在３名おり、プロジェクト終了時点までには、HPCの自力発展のために必要な

実務を習得させ、具体的には上記4-2(3)2)で協議された事項について、C/Pが独力で事業活

動を進めることができるように技術を移転する。そのために、今後のHPCの戦略計画の当

事者となるための強い自覚をC/Pに持たせる必要がある。

(4) その他

　上記4-2(1)～(3)の３分野以外に、生産性測定、及びマーケティングの２分野があるが、こ

の２分野はいずれも短期専門家の派遣によって技術移転、及び情報提供を行ってきた。

１）生産性測定

　ミクロレベル、及びマクロレベルについて講義と実践指導を行ってきた。今後は、ミクロ

レベルについて、実践指導を行い、これをもってこの分野の技術移転は完了する予定であ

る。

２）マーケティング

　これまでに講義と実践指導を実施してきた結果、基本的なマーケティング概念については

習得されたと考えられ、今後は輸出マーケティング及びマーケティングの実践指導を行い、

これをもってこの分野の技術移転は完了する予定である。
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資料２　経済省との最終協議概要（11月 17日 10時～）

（出席者）

ハンガリー側：

経済省（ウドバリヘリ副局長、チェルネンスキー局長、チョルバ担当官）、国家技術開発庁（ゾ

ルタン長官）、HPC（ロバート所長）

日本側：

調査団（桑島、倉田、野田）、日本大使館（今野、青木）、プロジェクト専門家（栗田、大杉、

和田、堀越）

　協議議事録の内容について以下のとおり意見交換があった。

(1) 終了時評価

日本側：

　まず、終了時評価について、（評価の取り進め方を説明して）実施時期はハンガリー側の夏

休みを考慮して、暫定的に1999年６月に設定した。本評価は「合同」評価であり、ハンガリー

側の合同評価チームを組織してほしい。

　ハンガリー側が懸念している評価のための作業量については、日々の運営管理の中で、かか

わる資料を整備していけば、過剰な労力を必要とするものではない。

ハンガリー側：

　終了時評価の方法と、ハンガリー政府（経済省）がいかにかかわるかはまだよくわからな

い。終了時評価の必要性を疑うものではないが、ハンガリー政府は、監査以外に財団を評価す

る体制ができていないのが実状である。アドホックに評価チームを組織することは可能である

と思う。

　本プロジェクトへの経済省の関与については、日々の運営管理は省が任命したHPC所長に

任せており、自己評価が毎年行われている。

　また、財政支援ビジネスプランの承認についても関与している。HPCを財団としたのは、

独立性と競争性を持たせるためである。

日本側：

　日本側のみが評価すれば不公平なものになり、その意味で、ハンガリー側も合同で評価する
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必要性について、ハンガリー側に異存がないとすれば、ハンガリー側の懸念する評価の際のか

かわりについては、実際の準備作業は多くをコンサルタント、専門家、C/Pが実施するのであ

り、最終的に合同評価結果をハンガリー政府側にもオーソライズしてほしいという意味であ

る。

　また、日々の運営管理自体については、HPC自身で実施するが、HPCの事業内容を考慮す

れば、おのずと政府の意向を反映すべきものであり、その意味で経済省がより一層運営管理全

体に深く関与すべきではないか。

ハンガリー側：

　少なくとも終了時評価の必要性と方法は理解したが、検討する時間が欲しく、より詳細な内

容を理解したい。

(2) 中小企業振興政策におけるHPCの位置づけ

日本側：

　HPCがどのようにかかわれるのかが、依然、不明であるので、早期に検討していただきた

い。なお、既に、中小企業振興のためにいくつかのプログラムが存在すると聞くが。

ハンガリー側：

　中小企業振興政策の実施機関MVAは、既に関係機関とネットワークを構築しているが、ま

だ、HPCとの関係をコーディネートする動きはない。同政策にかかる支援システムができれ

ばHPCにも参加の余地があろう。中小企業振興政策の主要な内容は技術改良、大企業との

ネットワーク、融資、教育訓練である。なお、既に、中小企業振興法を1999年末の承認を目

途に法令化作業に入っている。

(3) HPC

日本側：

　今次調査において、HPCの役割、機能について、その独自性を説明した資料を作成した。そ

の中では、産業全体を対象とした中立性というNPOとしてのアイデンティティを保持する必

要性を唱えている。

　また、今次調査中にHPC所長によって、プロジェクト終了後にはHPCが日本人専門家か

ら完全に独立して活動を始めなくてはならない状況を踏まえ、草案された「プロジェクト

2000」というプレゼンテーションがあり、良いスターティングポイントと考えている。ついて

は、HPCの組織強化のためにハンガリー側でも内容を十分検討してほしい。
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　また、現在のHPCは、ハンガリー国内の上位200社中130社を顧客としており、中には国

家品質賞を受賞している企業もあるなど、HPCのパフォーマンスを評価したい。

　なお、1998年末までに決定するとされる理事会メンバー、上級諮問委員会メンバーの不在

は、日々の運営管理にも多大な影響を与えていることもあり、より一層の早期決定努力をお願

いしたいし、HPCが政府の政策に応えることができるように、ハンガリー政府によるHPC運

営管理の強化をお願いしたい。

ハンガリー側：

　理事会メンバーの選出については、できるだけ早期に選出したい。また、政府によるHPC

の運営管理への関与については、ハンガリー国内でHPCのような財団への関与の仕方につい

てまだ確固たる考え方がないのが現状である。

日本側：

　常に省の管理下にあってほしいという意味ではなく、政府の（政策）ニーズにあった事業を

展開するためのガイダンスと支援の必要があるという意味である。いまだにHPCに対する省

の意向が不明確である。また、中小企業支援のための開発調査要請が出ているが、本件と非常

に密接に関係しており、公共財団の位置づけもそうした調査の中でも検討対象となろう。

ハンガリー側：

　設立趣意書にHPCに対する省の明確な意向が述べられていると考えている。HPCは、ハン

ガリー国内でも政府のコントロールがある比較的ユニークな組織である。現在、経済省内の再

編が行われており、工業のみならず経済戦略の策定が重視されている。1999年３月末を目途

に生産性を盛り込んだ経済戦略を策定し、発表する予定である。
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資料３　各種計画管理諸表等

　本調査では、以下の各種計画管理諸表等について、時間的制約等により調査期間中に作成され

なかったため、参考資料として添付する。

（資料リスト）

3-1 Organization chart of HPC

3-2 Organization chart of the Project

3-3 Staff allocation of HPC

3-4 List of long-term experts

3-5 List of short-term experts

3-6 List of machinery and equipment provided by Japanese side

3-7 Tentative Schedule of Implementation (TSI)

3-8 Technical Cooperation Program (TCP) for 1995-1999

3-9 Technical Cooperation Program for 1998 (result)

3-10 Technical Cooperation Program for 1999 (plan)
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